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１　事　務　事　業　執　行　概　要

企画・評価グループ

課の庶務事務のほか、公有財産の適正な管理及び効率的な運用を図るため、各部局との総合調整、

研修等を実施した。また、大阪府財産評価審査会及び府有資産所在市町村交付金、府有財産に係る災

害共済の委託に関する事務を行った。

１　公有財産に関する総合調整事務
（１）事務の協議及び指導等
各部局から協議のあった公有財産の取得、使用許可、貸付け及び処分等について総合調整を行ったが、内訳は次のとおりである。
	協議事項
	件　数

	行政財産の取得
	2

	行政財産の用途廃止又は変更
	22

	所管換え
	2

	使用承認
	24

	使用許可
	75

	行政財産の貸付け
	62

	取得・管理処分に関する知事の指定
	5

	普通財産の取得・貸付け・処分
	41

	土地の交換
	0

	その他
	12

	計
	245


（２）研　　修
公有財産管理事務の適正処理を図るため、公有財産事務担当者を対象に研修を実施した。
※第１回は新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、財産活用課ホームページ資料掲載。

1 第１回
　　　　ア　資料掲載日　　　　　　令和３年６月９日
　　　　イ　掲載場所　　　　　　　財産活用課ホームページ
　　　　ウ　内　　　容　 　　　　 ・公有財産事務の主な留意点について（管理・処分等の解説）
・財産活用課の相談体制について
・不法占拠について

・国有財産等所在市町村交付金について
・建物共済について
2 第２回
　　　　ア　資料掲載日　　　　　　令和３年１２月２１日
　　　　イ　開催場所　　　　　　　咲洲庁舎２階　咲洲ホール
　　　　ウ　内　　　容　 　　　　 ・公有財産事務に関する伝達事項
・建物共済について
（３）調　　査
公有財産の適正管理とより一層の効率的運用を図る観点から、不法占拠の状況調査を実施した。
不法占拠の件数
　　　　　　　　土　　　地　　40件
　　　　　　　　建　　　物　　 0件
※道路法、河川法等の関係法令で、別に管理権限が定められているものを除く。
２　大阪府財産評価審査会

開　催　回　数　　　　　　　11回

審　査　件　数

　土地取得　　　　　　　　　58件

　土地処分　　　　　　　　　23件
  建物処分　　　　　　　　　 2件
　工作物処分　　　　　　　　 1件

  物件補償　　　　　　　　　 9件
  物件・営業補償　　　　　　 2件

　　　　計　 　　　　　　   95件

根　拠　法　令

○附属機関条例

　○公有財産規則

　○財産評価審査会規則

３　府有資産所在市町村交付金

令和2年3月31日現在において府が貸付等を行っている固定資産について、その固定資産の

所在する市町に交付金を交付した。

　　　　　交　　付　　先　　　大阪市ほか26市町

　　　　　執　　行　　額　　　397,015,800円

　　　根　拠　法　令　　　国有資産等所在市町村交付金法

府有資産所在市町村交付金の推移（最近3か年）　　　（単位：千円）

	
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度
	備　　　考


	歳出予算（最終）
	375,897
	375,155
	397,016
	一般会計のみ

	決算額
	375,897
	375,155
	397,016
	

	執行額
	375,897
	375,155
	397,016
	


４　府有財産に係る災害共済

府所有の建物について、火災等による損害を補てんするため、公益財団法人都道府県センター災害共済部に災害共済の委託を行った。

　　　共 済 責 任 額　　  14,882,924,000円

　　　執    行    額　　　   　1,720,119円

根  拠  法  令　　　地方自治法第263条の2

経営管理グループ

　平成２７年１１月に策定した「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき、ファシリティマネジメント推進会議を開催し、総量最適化・有効活用に向けた点検等を実施したほか、大阪府公有財産規則第１５条に基づく公有財産台帳等管理システムにより、公有財産情報の効率的な管理運用等を実施した。
１　　ファシリティマネジメント推進会議（保全計画グループと共催）

府が所有する公共施設等の計画的な修繕・建替えや利用需要に応じた有効活用を図るファシリティマネジメントを円滑に推進するため、保全計画グループと合同で「ファシリティマネジメント推進会議」を開催し、ファシリティマネジメントについての情報収集、課題の検討、各部局の調整を図った。

・　開　催　日　　　　令和３年５月２１日（１回）
（新型コロナウィルス感染拡大防止のため書面開催とした。）
２　総量最適化・有効活用に向けた点検

大阪府ファシリティマネジメント基本方針に示す総量最適化・有効活用の取組みを推進するため、概ね建築後２５年・５０年目を経過する建物を含む下記施設について、その劣化（老朽）や有効活用の状況を点検し、将来の活用方針を検討した。

＜点検対象施設＞

	区分
	施設数
	棟数

	庁舎（本庁舎等）
	4
	7

	学校
	8
	139

	警察施設
	4
	15

	その他（公の施設等）
	4
	27

	合計
	20
	188


　　　　　　【築後２５・５０年目の施設】

　　　　　　【築後２５・５０年目以外の施設】

	区分
	施設数
	棟数

	公の施設
	3
	24

	その他のハコモノ
	3
	4

	合計
	6
	28


　　　　　　【1,000㎡未満の施設】

	区分
	施設数
	棟数

	公の施設
	1
	15

	その他のハコモノ
	2
	3

	合計
	3
	18


＜点検結果＞

【築後２５・５０年目の施設】

	　　区分
	施設数
	棟数

	Ⅰ　維持
	15
	159

	Ⅱ　建替え
	1
	　3

	Ⅲ　有効活用
	0
	0

	Ⅳ　撤去・廃止
	0
	0

	継続協議(点検結果が出るまで事後保全)
	4
	26

	合計
	20
	188


【築後２５・５０年目以外の施設】

	　　区分
	施設数
	棟数

	○（25・50年目の点検までの当面の当面の間、予防保全を実施）
	1
	22

	△（継続して点検を実施。点検結果が出るまで事後保全）
	5
	6

	合計
	6
	28



【1,000㎡未満の施設】

	　　区分
	施設数
	棟数

	△（継続して点検を実施。点検結果が出るまで事後保全）
	3
	18


３　減損の兆候及び認識となる財産のとりまとめ
　

固定資産が行政目的に照らして有効に機能しているかを基準に基づき評価を行うことにより、資産の有効活用に資するとともに、自治体の業務運営状況を明らかにするため、減損の兆候及び認識となる財産について取りまとめた。

　　（１）減損の兆候がある（減損を認識した場合を除く）もの

　　　　　　土　　　　　　　地　　　　２件

　　　　　　建　　　　　　　物　　　２７件

　　　　　　工　　　作　　　物　　　１２件

　　　　　　府営住宅特別会計分　　　４５住宅

　　（２）減損を認識したもの

　　　　　　土　　　　　　　地　　　１４件

　　　　　　建　　　　　　　物　　　１１件

　　　　　　工　　　作　　　物　　　　８件

　　　　　　府営住宅特別会計分　　　　０住宅

４　公有財産台帳の管理

公有財産台帳の集中管理を行っており、新公会計制度に対応した公有財産台帳等管理システム運用を行った。

なお、令和３年３月３１日の公有財産は、次のとおりである。

	区　　　　分
	数     量（㎡）
	価    格（千円）

	土　　　地
	66,017,089.40　　
	2,719,429,625　　

	建　　　物
	12,499,017.45　　
	825,928,928　　

	そ　の　他
	　―
	2,158,576,311　　

	計
	　―
	5,703,934,864　　


（注）金額は、取得価額から減価償却累計額及び減損累計額を引いた額とする。

単位未満は四捨五入としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。

５　公有財産台帳等管理システムに係る研修

公有財産台帳等管理システムへの入力が適正に行われるよう、公有財産事務担当者を対象に研修を実施した。

　　（新規担当者向け）

（１）実施日　　令和３年４月１５、１６日（２．５時間×４回）

（２）場　所　　咲洲庁舎３２階 ＯＡ研修室

（３）内　容　　・公有財産台帳等管理システムについて
・公有財産台帳等管理システムの操作

（担当者向け）

（１）実施日　　令和３年１０月５～８、１１日（５．５時間×５回）

（２）場　所　　咲洲庁舎３２階 ＯＡ研修室

（３）内　容　　・公有財産台帳等管理システムについて
・公有財産台帳等管理システムの操作

保全計画グループ
　「大阪府ファシリティマネジメント基本方針」に基づき建物（施設）の長寿命化を推進するため、経営管理グループと合同で「ファシリティマネジメント推進会議」を開催し、各部局との調整のもと、建物（施設）の劣化状況等を踏まえて、長寿命化のための保全工事に係る令和４年度予算について調整した。
また、建物（施設）の適切な機能保全を図るため、施設管理者による日常点検の推進を図った。

１　建物（施設）の長寿命化工事の働きかけ

建物（施設）の長寿命化に向けた取組みを推進するために、経年による劣化進行状況や施設管理者の希望に加えて技術的見地を勘案したうえで、「財産活用課が示す優先度に基づく工事一覧」を作成し、令和４年度の長寿命化のための工事に係る予算について調整を行った。
　　　・「財産活用課が示す優先度に基づく工事一覧」による令和４年度予防保全実施施設数

	区分
	施設数

	教育庁(学校)
	55

	警察
	32

	保全対象施設（本庁舎等）
	26

	合計
	113


２　施設管理者による日常点検の推進

建物（施設）の長寿命化に向けた取組みの一環として、建物（施設）の適切な機能保全を図り突発的に生じる恐れのある事故の予防に向け、施設管理者が行う日常点検に必要なノウハウを記載した「日常点検マニュアル」の説明会を実施した（計２回）。
・会議名称　府有建築物保全推進会議　
・開催日　　令和３年６月18日
令和４年１月31日
　　　
３　大阪府ファシリティマネジメント基本方針の改訂（経営管理グループと協働）

　　　国（総務省）の要請（令和3年1月26日付け総財務第6号通知）に基づき、経営管理グループと協働で令和４年３月に改訂した。
　【改訂内容】

　　（１）施設ごとの具体的な対応方針である「個別施設計画」を基本方針に位置づけるとともに、関連事項を改訂。

　　（２）「公共施設等の維持管理・更新等に係る経費⾒込み」（試算期間︓R5〜14 年度）を算出。
（３）その他、これまでの実績を踏まえた具体的取組及び参考資料を追加。

財産処理グループ

一般競争入札による府有地等の売払い、普通財産の引受け・引渡し、当課が管理する普通財産の処分及び貸付事務、普通財産の管理・処分のための測量業務等を行った。

１　一般競争入札による府有地等の売払い

　　一般競争入札による府有地等の売払いを、２回実施した。

　　　開札日　　　①令和３年11月26日

　　　　　　　　　　　②令和４年１月20日　　　　　　　　　　　

場　　　所　　　大阪府咲洲庁舎44階共用会議室
入札状況　　  郵送による期間入札
1 入札参加者数  13
	入札物件数
	入札物件面積
	落札物件数
	落札金額計

	２
	1,382.15㎡
	２
	859,770,000円


　　　　　

2 入札参加者数  20
	入札物件数
	入札物件面積
	落札物件数
	落札金額計

	２
	3,227.79㎡
	２
	3,589,895,000円


※①~②の入札物件面積は実測
一般競争入札の推移（最近３か年）

	区分
	令和元年度
	令和２年度
	令和３年度

	入札物件数
	6
	７
	４

	入札物件面積計
	6,391.03㎡
	3,838.85㎡
	4,609.94㎡

	入札参加者数 
	28
	47
	33

	落 札 物 件 数
	6
	7
	４

	落札金額計
	989,219,000円
	1,934,392,482円
	4,449,665,000円


※いずれも延べ数

２　所管換引受け

（１）　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　３件

　　　数　　　量　　　　　　　　　２，２０６．０２㎡

　　　　取得価格　　　　　　１４６，６５３，０００円

　建　　　物　　　　　　　　　　　　　　  　２件

　　　数　　　量　　　　　　　　　１，６９２．６７㎡

　　　　取得価格　　　　　　７５０，７６３，９７７円

　　　　工　作　物　　　　　　　　　　　　　　 　 ２件

　　　取得価格　　　　　　　　９，７５３，４９２円

　　　　（別表１　所管換引受けの状況表　１１頁）
３　所管換引渡し

（１）　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　  　０件

　　　数　　　量　　　　　 　　　　　 　　０．００㎡

　　　　取得価格　　　　　　　　　　　　　　　　０円

　　　　（別表２　所管換引渡しの状況表　１１頁（令和３年度は実績なし））
４　処　　　　分

（１）　売払い
ア　　土　　　地　　　　　　　　　　　　　１０件

　　　　　　数　　　量　　　　　　　４，８９６．３３㎡

価　　　格　　４，４７７，４９１，４００円

イ　　建　　　物　　　　　　　　　　　　　　２件

　　　　　　数　　　量　　　　　　　１，６９２．６７㎡
（別表３　普通財産売払状況表　１２頁）

（２）　無償譲渡
　土　　　地　　　　　　　　　　　　　　　　１件

　　　　数　　　量　　　　　　　　　　　　６２．００㎡

    　　取得価格　　　　　　　　　　４９１，９２０円

（別表４　普通財産無償譲渡状況表　１３頁）

５　普通財産貸付

（１）土　　　　地  　　　　　　      　　  　１０６件

ア　有      償　　　　　　　　　　　　　　１０４件

数　  量　　　　　　　　　７，６９０．９２㎡

貸 付 料　　　　　　　１５，４７６，０６８円

イ  無  　  償　　　　            　　      　２件

数　  量　　　　　　　　　　　５０９．９４㎡
　　　　 （別表５　普通財産貸付状況表　１３頁）

６　測　　量

普通財産の管理・処分のための測量業務等を行った。

　　　

（１）　除草等業務　　３件　　２，３７０，５００円
　　　

（２）　測量・登記等業務 　 １件    　　３６３，０００円
（３）　工　事　請　負　　　２件　　２，８７１，０００円

　　
７　境界確定
　　境界確定未了物件について、所有権境界確定協議（５件）を行った。

８　登　　　 記

売払いによる所有権移転に伴う所有権移転登記（１０件）、買戻特約抹消登記（２件）、分筆等
その他の登記（４件）の登記嘱託を行った。
９　公有財産活用検討委員会の運営
　公有財産の総合的かつ効率的な運用を図ることを目的に下記のとおり開催した。
	開　催　日
	内　　　容

	第１回

令和３年６月29日
	○大和田川廃川堤敷（出来島雇用促進住宅跡地）、元谷町福祉センター、元盲人福祉センター（障がい者社会参加促進センター含む）、元芦原高等職業専門学校敷地、桧尾川廃川堤敷の売却方針を検討

	第２回

令和３年10月７日
	○元府立柏原東高等学校、西除川廃川堤敷の売却方針を検討

	第３回

令和３年11月19日
	○元府立咲洲高等学校の売却方針を検討


　※平成24年度より検討対象財産を「すべての土地及びこれに定着する建物」とし公有財産の有効活用手続きの明確化を図るため運営要綱の一部を改正した。

事務事業実績









